
議案第 1 2号  

 

令和３年度大木町一般会計予算 

 

令和３年度大木町一般会計予算は、次に定めるところによる。 

（ 歳入歳出予算 ） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ6,014,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

（ 債務負担行為 ） 

第２条 地方自治法第214条の規定により債務を負担する行為をすることがで

きる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

（ 地方債 ） 

第３条 地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方

債」による。 

（ 一時借入金 ） 

第４条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れ最高

額は、600,000千円と定める。 

（ 歳出予算の流用 ） 

第５条 地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経

費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 (1)各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生

じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

 

 

令和３年３月３日提出 

 

大木町長  境  公 雄   













合　　　　　　　　　　　　　計 1,000

　　第２表　 債務負担行為　

事　　　　　　　　　　　　　項 期　　　間 限 度 額 (千円）

番号カード裏面印字プリント
システムリース料

令和４年度から令和８年度まで 1,000
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起債の方法

上水道第二期拡張
事業分出資債

8,500

クリーク管理保全
対策債

2,500

狭あい道路整備事
業債

14,600

自転車歩行者道整
備事業債

32,400

浸水対策緊急事業
債

22,500

道路維持管理事業
債

38,400

防災基盤整備事業
債

6,000

364,900

240,000

　　　　　　　　　　　　　3.0%以内
　
（ただし、利率見直し方式で借り入れ
る政府資金及び地方公共団体金融機構
資金について、利率の見直しを行った
後においては、当該見直し後の利率）

　

　政府資金または地方公共団体金融機
構資金についてはその融資条件によ
り、銀行その他の場合には債権者と協
定するところによる。ただし、町財政
の都合により据置期間及び償還期限を
短縮し、もしくは繰上げ償還または低
利に借り換えすることができる。

計

臨時財政対策債

千円

証書借入

　第３表  地方債

起  債  の  目  的 限度額 利　率 償還の方法

　  7



























































































































310k-yuya
テキストボックス
障害支援区分認定調査業務委託料









































































310k-yuya
テキストボックス
消防団公務災害補償組合負担金

310k-yuya
テキストボックス
福岡県消防協会筑後ブロック会負担金

310k-yuya
テキストボックス
（公課費）自動車重量税

310k-yuya
テキストボックス
241

310k-yuya
テキストボックス
160,710

310k-yuya
テキストボックス
消防団員公務災害補償組合負担金

310k-yuya
テキストボックス
427

310k-yuya
テキストボックス
（負担金）消防学校入校負担金

310k-yuya
テキストボックス
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310k-yuya
テキストボックス
未来を生きる人財育成費









310k-yuya
テキストボックス
未来を生きる人財育成費











310k-yuya
テキストボックス
大莞小学童農園撤去費



310k-yuya
テキストボックス
未来を生きる人財育成費





























310k-yuya
テキストボックス
未来を生きる人財育成費









１．特別職

報　酬 給　料 期末手当 寒冷地 その他の 計
（千円） 手　当 手　当

（人） 年間支給率
（月分）

6,064

2.85

9,512

2.85

6,171

2.90

9,679

2.90

△ 107

△ 0.05

△ 167

△ 0.05

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

給与費明細書

区　　　　分 職員数

給　　　　　与　　　　　費

共済費 合計 備考
地域手当

（千円） （千円）

6,660 34,924 5,841 40,765

本年度

長　等 3 22,200

議　員 12 34,824

その他

44,336 44,336

前年度

長　等 3 22,200 6,660 35,031 5,782 40,813

44,503

計 15 34,824 22,200 15,850

計 15 34,824 22,200 15,576 0 0 6,660

0

79,260 5,841 85,101

その他

議　員 12 34,824

0 △ 167

0 6,660 79,534 5,782 85,316

44,503

0 △ 274 59 △ 215

0 0

計 0 0 0 △ 274 0

その他

0

0

比　較

長　等 0 0 0 0 △ 107 59 △ 48

議　員 0 0 0 △ 167
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２．一般職

（１）総括

( 128 )

( 98 )

( 30 )

備考　()内は短時間勤務職員数及びパートタイム会計年度任用職員数で外書き

区　　分

職員数

給　　　　与　　　　　費

共済費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当

本年度
96

計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

171,059 396,547 304,941 872,547 146,421 1,018,968

（千円） （千円）

比　較
0

151,018 412,595 305,862 869,475 149,951 1,019,426
前年度

96

20,041 △ 16,048 △ 921 3,072 △ 3,530 △ 458

職
員
手
当
の
内
訳

区　分

扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

児童手当 退職手当

（相当分
含む）

手　当 特別勤務手当 手　　当
勤務手当
（相当分
含む）

住居手当
通勤手当 管理職 管理職員 休日勤務 時間外

（千円） （千円）

本年度 13,194 195 109,282 64,746 5,834 8,450 6,360

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

312 1,124 19,669 7,505 68,270

前年度 13,344 308 106,877 66,769

比　較 0 △ 113 2,405 △ 2,023 △ 1,039 △ 969 △ 120

6,873 9,419 6,480

0 10 2,105 △ 50 △ 977

7,555 69,247312 1,114 17,564
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２．一般職

ア　会計年度任用職員以外の職員

( 2 )

( 4 )

( △ 2 )

備考　()内は短時間勤務職員数で外書き

区　　分

給　　　　与　　　　　費

共済費 合　　計

報　　酬 給　　料 職員手当

（人）

職員数

（千円） （千円）

備　　考

前年度

比　較

計

（千円） （千円） （千円） （千円）

本年度
96

380,522 281,266 661,788 119,235 781,023

96

394,558 288,249 682,807 123,967 806,774

職
員
手
当
の
内
訳

地域手当 期末手当 勤勉手当 住居手当

0

△ 14,036 △ 6,983 △ 21,019 △ 4,732 △ 25,751

退職手当

（相当分
含む）

（千円）（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

19,669

手　当 特別勤務手当 手　　当
勤務手当
（相当分
含む）

6,873 4,403

児童手当

195 89,948 64,746 5,834 4,109 6,360 312 1,124

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

通勤手当 管理職 管理職員 休日勤務 時間外

308 94,437 66,769

△ 113 △ 4,489 △ 2,023 △ 1,039 △ 294 △ 120 0 10 2,262

区　分

本年度

前年度

比　較

扶養手当

（千円）

13,194

13,344

△ 150 △ 50 △ 977

6,480 312 1,114 17,407 7,555 69,247

7,505 68,270

 135



２．一般職

イ　会計年度任用職員

( 126 )

( 94 )

( 32 )

備考　()内はパートタイム会計年度任用職員数で外書き

区　　分

職員数

給　　　　与　　　　　費

共済費 合　　計 備　　考

報　　酬 給　　料 職員手当

本年度
0

計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

171,059 16,025 23,675 210,759 27,186 237,945

（千円） （千円）

比　較
0

151,018 18,037 17,613 186,668 25,984 212,652
前年度

0

20,041 △ 2,012 6,062 24,091 1,202 25,293

職
員
手
当
の
内
訳

区　分

扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当

（千円） （千円） （千円） （千円）

児童手当 退職手当

（相当分
含む）

手　当 特別勤務手当 手　　当
勤務手当
（相当分
含む）

住居手当
通勤手当 管理職 管理職員 休日勤務 時間外

（千円） （千円）

本年度 0 0 19,334 0 0 4,341 0

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0 0 0 0 0

前年度 0 0 12,440 0

比　較 0 0 6,894 0 0 △ 675 0

0 5,016 0

0 0 △ 157 0 0

0 00 0 157
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区  分 増減額(千円） 備    考

  

退職等に伴う減額 △ 11,410

採用等に伴う増額 11,828

会計間異動 0

その他 △ 20,075

管理職手当 △ 120

期末手当 △ 1,750

130/100→127.5/100

退職等に伴う減額 △ 7,931

採用等に伴う増額 8,769

会計間異動 0

その他 125

（２）  給料及び職員手当の増減額の明細

増減額事由別内訳 （千円） 説      明

給  料 △ 16,048

給与改定に伴う増減分 0

昇給に伴う増加分 3,609

（千円）

職員手当 △ 921

制度改正に伴う増減分 △ 1,870
管理職手当の制度改正
に伴う支給額の変更

そ の 他 の 増 減 分 963

そ の 他 の 増 減 分 △ 19,657
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（３）  給料及び職員手当の状況

ア  職員１人当たりの給与

（円）

令和３年１月１日 （円）

（歳）

（円）

令和２年１月１日 （円）

（歳）

短時間勤務職員を除く

イ  初任給

区      分

高  校  卒 円

大  学  卒 円

ウ  級別職員数

級（等級） 構成比（％） 職員数（人）

（ ） （ 0.0 ） （ ） （ 0.0 ）

（ ） （ 0.0 ） （ ） （ 0.0 ）

（ ） （ 0.0 ） （ 1 ） （ 100.0 ）

（ 2 ） （ 100.0 ） （ ） （ 0.0 ）

（ ） （ 0.0 ）

（ ） （ 0.0 ）

（ 2 ） （ 100.0 ） （ 1 ） （ 100.0 ）

（ ） （ 0.0 ） （ ） （ ）

（ ） （ 0.0 ） （ ） （ ）

（ ） （ 0.0 ） （ ） （ ）

（ 1 ） （ 100.0 ） （ ） （ ）

（ ） （ 0.0 ）

（ ） （ 0.0 ）

（ 1 ） （ 100.0 ） （ ） （ ）

()内は短時間勤務職員数で外書き

区    分 １  級

主事 主任主事

技師 主任技師

8

３  級

5.9

14.1

100.0
計

100.0

令和２年１月１日

令和３年１月１日

一        般        職
職員数（人）

10.7

5.4

22.6

39.8

9.7

11.8

100.0

１    級

２    級
5

6

85

６    級

計

１    級

２    級

３    級

４    級

５    級

7.1

区                         分 一  般  職 技能労務職

平均給料月額 327,026 366,866

平均給与月額 362,414 389,374

平 均 年 齢 41歳３カ月 　50歳２カ月

154,900 154,900 円

平均給料月額 330,769 367,338

平均給与月額 367,521 382,225

平 均 年 齢 41歳11カ月 51歳４カ月

一  般  職 技能労務職

182,200 182,200 円

区    分
技  能  労  務  職

級（等級） 構成比（％）
10 0.0

１    級

0.0

21 16.7
３    級

４    級

５    級

６    級

計

３    級

２    級

1

5

6

37 83.3

9

11

93 100.0

４    級

計

5 0.0

18 25.0

39 75.0

5

12

１    級

２    級

2

6

5.9

21.1

45.9

３    級

４    級

0.0

２  級 ４  級 ６  級

一般職
（令和３年４月１

日）

主事 係長 課長

技師 事務主査 局長

技術主査 副課長

参事

５  級

主幹
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エ  昇給

91 5

85 5

0 0

8 0

63 4

13 1

1 0

93.4

87 6

82 6

0 0

5 1

53 4

18 1

6 0

94.3

再任用職員を除く

オ  期末手当、勤勉手当

６月（月分）
2.225
(1.175)
2.250
(1.175)
2.225
(1.175)

（）内は再任用職員の支給率

カ  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者
（月分）　

24.586875

24.586875

キ  地域手当 ク  特殊勤務手当

一般職

ケ  その他の手当

区                分 合計 一般職 技能労務職

本
年
度

職    員    数 （Ａ） （人） 96

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 90

号給数別内訳

１号給 （人） 0

２号給 （人） 8

８号給 （人） 1

比           較 (B)/(A) (％） 93.8

４号給 （人） 67

６号給 （人） 14

100.0

前
年
度

職    員    数 （Ａ） （人） 93

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 88

６号給 （人） 19

８号給 （人） 6

号給数別内訳

１号給 （人） 0

２号給 （人） 6

４号給

５～15％

５～15％

５～20％

（人） 57

比           較 (B)/(A) (％） 94.6 100.0

区    分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の級等

による加算措置12月（月分） （月分）
2.225 4.45

2.250 4.50

2.225 4.45

(1.175) (2.35)
本年度

前年度

国の制度

(1.175) (2.35)

(1.175) (2.35)

区    分
25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度 その他の

支給率等
定年前早期退職特例措置

33.27075 47.709 47.709
（２～20％  加算）

（月分）　 （月分）　 （月分）　 加算措置等

支給対象地域 福岡市 筑紫野市 区               分 全職種
代表的な職種

技能労務職

国の制度
定年前早期退職特例措置

33.27075 47.709 47.709
（２～45％  加算）

（令和３年１月１日現在）

国の指定基準に基づく
10 3 代表的な特殊勤務手当の名称

　　　支給率　　  　（％）　　

0

支給対象職員数  （人） 0 0
支給対象職員の比率    （％）

0 0 0

支   給   率    （％） 10 3 給料総額に対する比率  （％） 0 0

通  勤  手  当 異

区            分 国の制度との異同
扶  養  手  当 同
住  居  手  当 同

差    異    の    内    容

 交通機関等利用者以外は、通勤距離区分及び支給額が異なる
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【歳入】 地方消費税交付金（社会保障財源化分） 千円

【歳出】 社会保障施策に要する経費 千円

（単位：千円）

国県
支出金

地方債 その他

社会保障
財源化分の
地方消費税
交付金

その他

障がい者福祉事業 422,628 288,554 0 5,000 20,011 109,063

高 齢 者 福 祉 事 業 43,711 1,970 0 9,844 4,945 26,952

児 童 福 祉 事 業 1,006,762 678,330 0 33,635 45,703 249,094

母 子 福 祉 事 業 11,488 5,413 0 591 850 4,634

小　　計 1,484,589 974,267 0 49,070 71,509 389,743

国民健康保険事業 86,667 45,650 0 0 6,359 34,658

介 護 保 険 事 業 191,835 0 0 31,820 24,807 135,208

後期高齢者医療事業 207,238 31,924 0 0 27,179 148,135

国 民 年 金 事 業 108 108 0 0 0 0

小　　計 485,848 77,682 0 31,820 58,345 318,001

健康増進対策事業 55,792 1,434 0 0 8,427 45,931

疫病予防等対策事業 53,324 1,600 0 0 8,019 43,705

小　　計 109,116 3,034 0 0 16,446 89,636

2,079,553 1,054,983 0 80,890 146,300 797,380

※人件費については除外しています。
※社会保険については特別会計への繰出金、広域連合への負担金のうち、事務費相当分を除いた額を計上して
  います。
※端数処理の関係で表内の小計が合致しない場合があります。

社会
福祉

社会
保険

保健
衛生

合　　　計

引上げ分の地方消費税（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

146,300

2,079,553

事業名 予算額

財源内訳

特定財源 一般財源
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国庫支出金 地方債 その他

水資源開発公団筑後川下流事業負担金 82,533
平成11年度から
令和2年度まで 81,470

令和3年度から
令和4年度まで 1,063 0 0 0 1,063

平成１５年度に大莞土地改良区がＪＡ福岡
大城より農林漁業金融公庫耕地整備資金
借入金及び㈱福岡銀行繰上償還資金借
入金の繰上償還資金として借り入れる借
入金に係る元利償還金補助

205,485
平成15年度から
令和2年度まで 205,485 0 0 0 0 0

平成１５年度に木佐木土地改良区がＪＡ福
岡大城より農林漁業金融公庫耕地整備資
金借入金及び㈱福岡銀行繰上償還資金
借入金の繰上償還資金として借り入れる
借入金に係る元利償還金補助

466,097
平成15年度から
令和2年度まで 466,097 0 0 0 0 0

平成１５年度に大溝東部土地改良区がＪＡ
福岡大城より農林漁業金融公庫耕地整備
資金借入金及び㈱福岡銀行繰上償還資
金借入金の繰上償還資金として借り入れ
る借入金に係る元利償還金補助

110,192
平成15年度から
令和2年度まで 110,192 0 0 0 0 0

平成１５年度に大溝西部土地改良区がＪＡ
福岡大城より農林漁業金融公庫耕地整備
資金借入金及び㈱福岡銀行繰上償還資
金借入金の繰上償還資金として借り入れ
る借入金に係る元利償還金補助

239,764
平成15年度から
令和2年度まで 239,764 0 0 0 0 0

平成１５年度に大溝北部土地改良区がＪＡ
福岡大城より農林漁業金融公庫耕地整備
資金借入金及び㈱福岡銀行繰上償還資
金借入金の繰上償還資金として借り入れ
る借入金に係る元利償還金補助

115,251
平成15年度から
令和2年度まで 115,251 0 0 0 0 0

図書館ｺﾝﾋﾟｭｰﾀﾘﾌﾟﾚｰｽﾘｰｽ料 16,019
平成27年度から
令和2年度まで 16,019 0 0 0 0 0

電話交換機設備賃借料 806
平成30年度から
令和2年度まで 439

令和3年度から
令和5年度まで 367 0 0 0 367

農業振興地域整備計画変更業務 7,594
平成31年度から
令和2年度まで 7,594 0 0 0 0 0

国営総合農地防災事業筑後川下流左岸
地区市町村負担金

199,422
平成31年度から
令和2年度まで 782

令和3年度から
令和17年度まで 198,640 0 0 0 198,640

戸籍総合システムリース料 15,246 令和2年度分 3,101
令和3年度から
令和6年度まで 12,145 0 0 0 12,145

小学校パソコン機器リース料 49,498 0
令和3年度から
令和7年度まで 49,498 0 0 0 49,498

中学校パソコン機器リース料 19,416 0
令和3年度から
令和7年度まで 19,416 0 0 0 19,416

電算基幹システム・情報システムリプレー
ス

591,795 0
令和3年度から
令和8年度まで 591,795 0 0 0 591,795

図書館システム機器等リース及びシステム
保守・利用業務

22,230 0
令和3年度から
令和8年度まで 22,230 0 0 0 22,230

番号カード裏面印字プリントシステムリース
料

1,000 0
令和3年度から
令和8年度まで 1,000 0 0 0 1,000

合　　　　　　　　　　計 2,142,348 1,246,194 896,154 0 0 0 896,154

当該年度以降の支出予定額 左　　の　　財　　源　　内　　訳

期　　　間 金　　　額 期　　　間 金　　　額
特　　　定　　　財　　　源

一般財源

　　　　　　　　　　　　　　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
　　　　　　　　　　　　　　又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

（単位：千円）

事　　　　　　　　　　　項 限　度　額

前年度末までの支出（見込）額
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（単位：千円）

前々年度末 前年度末 当該年度末

現在高 現在高見込額 当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額 現在高見込額

  １．　普　　通　　債 2,181,628 2,377,635 140,000 203,603 2,314,032

　（１）総　　　　　務 236,314 219,524 0 17,057 202,467

　（２）民　　　　　生 0 0 0 0 0

　（３）衛　　　　　生 708,327 702,177 8,500 50,572 660,105

　（４）農　林　水　産 553,633 462,097 2,500 89,242 375,355

　（５）土　　　　　木 243,463 299,266 116,500 17,505 398,261

　（６）消　　　　　防 24,627 24,555 6,000 5,337 25,218

　（７）教　　　　　育 415,264 670,016 6,500 23,890 652,626

　２．　災 害 復 旧 債 0 0 0 0 0

　（１）衛　　　　　生 0 0 0 0 0

　（２）土　　　　　木 0 0 0 0 0

　（３）教　　　　　育 0 0 0 0 0

　３．　そ　　の　　他 2,691,807 2,662,450 240,000 235,778 2,666,672

　（１）減税補てん債 23,047 16,935 0 5,102 11,833

　（２）臨時税収補てん債 0 0 0 0 0

　（３）臨時財政対策債 2,668,760 2,604,209 240,000 230,676 2,613,533

　（４）災害援護貸付金 0 0 0 0 0

　（５）減収補填債 0 10,500 0 0 10,500

　（６）減収補填債（特例分） 0 30,806 0 0 30,806

合　　　　　　　　　　計 4,873,435 5,040,085 380,000 439,381 4,980,704

            地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

　　　　　  当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区                  分
当 該 年 度 中 増 減 見 込
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　（参考）　その他の報酬に関する委員等

委　　員　　等　　名 人　　員

特別職報酬等審議会委員報酬 10 30 千円

固定資産評価審査委員報酬 3 18 千円

情報公開審査会委員報酬 5 46 千円

個人情報保護審査会報酬 5 92 千円

政治倫理審査会委員報酬 5 81 千円

公務災害認定委員会委員報酬 1 6 千円

行政不服審査会委員報酬 5 92 千円

公平委員会委員報酬 3 18 千円

防災会議委員報酬 15 78 千円

男女共同参画審議会委員報酬 10 68 千円

大木町景観・土地利用審議会委員報酬 9 85 千円

自治総合計画評価検討委員報酬 6 54 千円

選挙管理委員報酬 4 376 千円

統計調査員報酬 9 540 千円

監査委員報酬 2 556 千円

成年後見人報酬（障害福祉） 1 336 千円

成年後見人報酬（介護福祉） 1 336 千円

障害支援区分認定審査会委員報酬 4 204 千円

こども未来会議委員報酬 11 74 千円

健康被害調査委員報酬 5 35 千円

農業委員報酬 18 5,740 千円

空家等対策協議会委員報酬 12 106 千円

消防委員報酬 11 105 千円

消防団員報酬 168 8,620 千円

教育委員報酬 4 1,224 千円

文化財専門委員報酬 6 90 千円

社会教育委員報酬 9 36 千円

スポーツ推進委員報酬 20 640 千円

合　　　　　　計 362 19,686 千円

予　算　額
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